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2026年 10月 27日 

各 位 

会 社 名 株式会社ウェルディッシュ 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長 野曽原 浩治 

(コード番号 2901 東証スタンダード) 

問 合 せ 先 管理本部 IR係(電話 03-6262-3381) 

 

定款の一部変更に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、2026年 11月 26日開催予定の第 70期定時株主総会に、定

款の一部変更（以下、「本定款変更」といいます。）を付議することを決議いたしましたので、下記

のとおりお知らせします。 

 

記 
 

 

1. 定款変更の目的および理由 

   当社グループにおいては、現在、一時会計監査人による監査のもと、過年度の決算訂正の可能

性も視野に入れながら、2026 年８月期決算の作業を進めております。今後の決算確定の過程に

おいて、売上高及び利益に変動が生じる可能性があることに加え、独立調査委員会に係る費用、

上場契約違約金その他の支出負担等により、財務状況及び資金繰りを取り巻く環境は厳しさを増

しており、財務基盤の強化及び資金の安定的な確保が重要な経営課題となっております。 

 

このような状況を踏まえ、当社グループの財務基盤の強化及び資金繰りの安定化を図るととも

に、事業運営に必要な資金を機動的かつ柔軟に確保できる体制を整備するため、今後の資金需要

や資本政策に応じた資金調達手段の多様化を図ることを目的としております。 

 

具体的には、新株発行等の資金調達を機動的に実施できるよう、発行可能株 式総数を増加す

るとともに、将来の資金調達における選択肢を拡充するため、種類株式を発行することができる

旨の規定を新設するものであります。 

 

なお、本定款変更は、将来の資金調達に備えて必要な制度的な準備を行うものであり、現時点 

において、種類株式の発行その他の具体的な資金調達を決定しているものではありません。 

 

2. 定款変更の内容 

別紙「定款変更案」をご参照ください。 

 

3. 定款変更の日程 

定款変更のための株主総会開催日  2026年 11月 26日（予定） 

定款変更の効力発生日       2026年 11月 26日（予定） 

 

以上 
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定款変更案（変更箇所は下線部分） 

現行定款 変更案 

第１章 総則 

第１条～第５条 ＜条文省略＞ 

 

第２章 株式 

（発行可能株式総数） 

第６条 当会社の発行可能株式総数は 4,000 万

株とする。 

 

 

 

 

 

第７条＜条文省略＞ 

 

（単元株式数） 

第８条 当会社の単元株式数は 100株とする。 

 

 

第 9条～第１１条＜条文省略＞ 

 

 

[新 設] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 総則 

第１条～第５条 ＜現行どおり＞ 

 

第２章 株式 

（発行可能株式総数） 

第６条 当会社の発行可能株式総数は 8,000 万

株とし、各種類の株式の発行可能種類株式総数

は、次のとおりとする。 

普通株式 8,000万株 

第１種優先株式 4,000万株 

 

 

第７条＜現行どおり＞ 

 

（単元株式数） 

第８条 当会社の普通株式及び第１種優先株式

の単元株式数は、それぞれ 100株とする。 

 

第９条～第１１条＜現行どおり＞ 

 

 

第３章 優先株式 

（第１種優先配当） 

第１２条 当会社は、普通株式を有する株主（以

下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株

式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）

に対して剰余金の配当（配当財産が金銭の場合に

限る。）を行うときは、当該配当に係る基準日の

最終の株主名簿に記録された第１種優先株式の

株主（以下「第１種優先株主」という。）又は第

１種優先株式の登録株式質権者（以下「第１種優

先登録株式質権者」という。）に対し、当該配当

に先立ち、第１種優先株式１株につき、当該配当

において普通株式１株に対して交付する金銭の

額に、第１種優先株式の発行に先立って取締役会

の決議で定める一定率（100パーセントを下限と

し、130パーセントを上限とする。）を乗じた額

（小数部分が生じる場合、当該小数部分について

は、第１種優先株式の発行に先立って取締役会が

定める額とする。）の剰余金の配当（以下「第１

種優先配当」という。）を行う。 

２. 当会社は、毎事業年度の末日の最終の株主名

簿に記録された普通株主又は普通登録株式質権

者に対して剰余金の配当（配当財産が金銭の場合

に限る。）を行わないときは、当該株主名簿に記

録された第１種優先株主又は第１種優先登録株

式質権者に対し、第１種優先株式１株につき、第

１種優先株式の発行に先立って取締役会の決議

で定める額の剰余金の配当（以下「第１種無配時
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優先配当」という。）を行う。 

３. 第１種優先配当又は第１種無配時優先配当

の全部又は一部が行われなかったときは、当会社

は、その不足額を累積し、第１項又は第２項に規

定するときにおいて、当該配当に係る基準日の最

終の株主名簿に記録された第１種優先株主又は

第１種優先 登録株式質権者に対し、第１種優先

配当又は第１種無配時優先配当に先立ち、累積し

た不足額の剰余金の配当（以下「第１種累積未払

配当」という。）を行う。 

４. 当会社は、第１種優先株主又は第１種優先登

録株式質権者に対し、第１種優先配当、第１種無

配時優先配当及び第１種累積未払配当以外の金

銭を配当財産とする剰余金の配当を行わない。 

 

（第１種優先株主に対する残余財産の分配） 

第１３条 当会社の残余財産を分配するときは、

第１種優先株主又は第１種優先登録株式質権者

に対して、普通株主又は普通登録株式質権者に先

立って、前条第３項に規定する不足額を支払う。 

２. 当会社は、前項に規定する場合には、第１種

優先株主又は第１種優先登録株式質権者に対し

て、前項の規定による支払いのほか、普通株主又

は普通登録株式質権者に対して交付する残余財

産の価額に相当する金銭を支払う。 

 

（議決権） 

第１４条 第１種優先株主は、全部の事項につき

株主総会において議決権を行使することができ

ない。ただし、過去２年間において、法令及び本

定款に従って第１種優先配当又は第１種無配時

優先配当を行う旨の決議が行われなかったとき

は、第１種優先配当又は第１種無配時優先配当の

支払いが行われるまでの間は、この限りでない。 

 

（種類株主総会の決議） 

第１５条 当会社が、会社法第３２２条第１項各

号に掲げる行為をする場合においては、法令に別

段の定めがある場合を除くほか、第１種優先株主

を構成員とする種類株主総会の決議を要しない。  

２. 第１９条第１項の規定は、定時株主総会にお

いて決議する事項が、当該決議のほか、種類株主

総会の決議を必要とする場合における当該種類

株主総会に準用する。 

３. 第２０条及び第２３条の規定は、種類株主総

会にこれを準用する。 

４. 第２２条第２項の規定は、会社法第３２４条

第２項の規定による種類株主総会の決議にこれ

を準用する。 

 

（普通株式を対価とする取得条項） 

第１６条 当会社は、次の各号のいずれかに該当

する場合、当該各号に定める日（取締役会が、そ
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第３章 株主総会 
第１２条～第１７条＜条文省略＞ 
 
 
第４章 取締役及び取締役会 
第１８条～第３０条＜条文省略＞ 
 
 
第５章 監査等委員会 
第３１条～第３３条＜条文省略＞ 
 
 
第６章 会計監査人 
第３４条～第３７条＜条文省略＞ 
 
 
第７章 計算 
第３８条～第４１条＜条文省略＞ 

 

れ以前の日を定めたときは、その日）の到来をも

って、その日に残存する第１種優 先株式の全部

を取得し、当会社はこれと引換えに、第１種優先

株式１株につき当会社の普通株式１株を第１種

優先株主に交付する。 

（１）当会社が消滅会社となる合併、完全子会社

となる株式交換又は株式移転（当会 社の単独に

よる株式移転を除く。）に係る議案が全ての当事

会社の株主総会（株主総会の決議を要しない場合

は取締役会）で承認された場合、当該合併、株式

交換又は株式移転の効力発生日の前日  

（２）当会社の普通株式を対象とする公開買付け

が実施された結果、公開買付者の株券等所有割合

（金融商品取引法第２７条の２第８項に規定さ

れる意味を有する。 以下同じ。）が 50パーセン

ト超となった場合、当該株券等所有割合が記載さ

れた公開買付報告書が提出された日から 90日目

の日 

２. 当会社は、株式会社東京証券取引所が、当会

社の第１種優先株式を上場廃止とする旨の発表

をした場合には、取締役会が定める日の到来をも

って、その日に残存する第１種優先株式の全部を

取得し、当会社はこれと引換えに、第１種優先株

式１株につき 当会社の普通株式１株を第１種優

先株主に交付する。 

 

（その他の事項） 

第１７条 当会社は、前５条に定めるほか、第１

種優先株式に関する事項について、これを第１種

優先株式の発行に先立って取締役会の決議で定

める。 

 
第４章 株主総会 
第１８条～第２３条＜条数繰下げ、条文は現行ど
おり＞ 
 
第５章 取締役および取締役会 
第２４条～第３６条＜条数繰下げ、条文は現行ど
おり＞ 
 
第６章 監査等委員会 
第３７条～第３９条＜条数繰下げ、条文は現行ど
おり＞ 
 
第７章 会計監査人 
第４０条～第４３条＜条数繰下げ、条文は現行ど
おり＞ 
 
第８章 計算 
第４４条～第４７条＜条数繰下げ、条文は現行ど
おり＞ 

 


